
金 融 支 援 事 業 

（金融支援事業会計） 

 

 

【事業の目的】 

   県内中小企業者が売上高の増加や生産性の向上を図るため行う設備導

入に対し、金融面において支援する。 

特に経営の革新・新分野への進出及び創業等新たな展開を図ろうとする

積極的な企業を支援し、地場企業の雇用拡大と経済浮揚に貢献する。 

 

 

【評価指標・実績】  

〔貸付等実績〕                    （単位：千円） 

事業指標 

平成２５年度 平成２６年度 対前年度増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

国助成

事業 

設備資金貸付 ３ １３，０７０   ２  ２３，５５０ △１ １０，４８０ 

設備譲渡 ０ ０ ０ ０ － － 

設備リース ０ ０ ０ ０ －  － 

小  計   ３ １３，０７０   ２ ２３，５５０ △１ １０，４８０ 

財団 

単独 

事業 

工場等増改築資金   ０   ０   ０ ０ －  － 

小口設備資金   ０ ０   ０ ０ －  － 

中古設備購入資金   ０ ０   ０ ０ －  － 

小  計   ０      ０   ０ ０ －  － 

     合  計 ３  １３，０７０  ２  ２３，５５０ △１ １０，４８０ 

 

 

 

 

 



 

【事業の実施状況】 

施策項目 平成２６年度 実施内容 

制度の広報 

① 企業訪問等による金融支援制度のＰＲ 

・既貸付先（１年以内に完済する先等） ： ２２件 

・登録企業を中心に過去の制度利用先など： ６０件 

 

② 広報誌等を通じた制度のＰＲ 

パンフレットの作成、関係団体広報誌への当金融支援 

制度の掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

債権管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事故発生を未然に防止するため、企業巡回体制を強化 

（債権残高 5,000 千円以上を徹底訪問） 

 

② 未償還企業及び連帯保証人に対する訪問督促を継続実施 

※ 延滞先の回収状況   ２６件  ５，８２３千円 

（内 訳）未収債権先   １７件  ４，１６６千円 

償却債権先    ９件  １，６５７千円 

 

〔平成２６年度末貸出債権〕 ５４件 ３１８，５８２千円 

（内 訳）正常先     ２０件  ６２，４３８千円 

要注意先     ２件  ３４，３４５千円 

要管理先     ３件   ３４，５９１千円 

破綻懸念先   １５件   ９１，０５９千円 

破綻先       １４件  ９６，１４９千円 

 

〔平成２６年度末貸倒引当金〕      １２７，１０４千円 

（内 訳）国助成事業              １２，６０７千円 

県単独事業        ８０，５７７千円 

財団単独事業      ３３，９２０千円 

 

 

 



 

〔貸付実績の推移〕 

◎平成２２年度実績  ３件  １７，３００千円 

◎平成２３年度実績  ２件   １７，５３５千円 

◎平成２４年度実績  ２件  １７，３８８千円 

◎平成２５年度実績  ３件  １３，０７０千円 

◎平成２６年度実績  ２件  ２３，５５０千円 

 

 

【事業の成果等】 

 ● 今年度は、新規貸付の最終年度にあたり、取引拡大支援担当と連携

しＰＲを行いながら、相談案件については企業の財務内容と債権保全

の確保に十分留意しながら対応した。 

 

● 本県の景気は、緩やかに回復しているものの、中小・小規模事業者

には、まだまだ設備投資に慎重なところが多く、相談件数は１６件と

前年度比１５件減少し、貸付件数も２件の実績であった。 

 

● 貸付実績の件数は、前年度比１件減少したものの、金額ベースでは、 

１０，４８０千円増加した。 

 

●  債権管理については、企業･保証人への督促を強化し、５,８２３千 

円を回収した。平成２７年度も引き続き、督促強化を行うとともに、 

債権残高５，０００千円以上の事後管理を強化することで、事故発生 

の未然防止に努める。 

 

 ● 小規模事業者等設備導入資金制度が昭和３１年度に発足して以来、   

  当財団は、信用力が低く資金調達力が弱い小規模企業の経営基盤強化  

  のため、企業に身近な貸与機関として支援に努めてきた。現在は、各

金融機関の支援も充実してきたことで、この制度の需要も減少してき

ており、一定の役割は終えたと考える。 

 


